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　　　　　　　　　　（注１）が　　　　　　　　　　（注２）に対して有する
　　　　年　　月　　日付金銭消費貸借契約（　　　　年　　月　　日付変更契約）（注３）にもとづく電子記録債権（記録番号　　　　　　　。以下「本貸 付」といいます。）について、下記１．から４．までのとおりであることを確認します。
　また、貴行からの請求がある場合には、下記の事項に関する入札要項等の資料を提出することとします。
記

１．本貸付の貸付金利の決定方法は次のうち、○印を付したものであること。
	（１）
	競争入札（３以上の金融機関等を対象とするものに限る。以下同じ。）によって貸付金利を決定する方式（シンジケート・ローン（複数の貸付人が共通の契約書にもとづき単一の借入人に対して行う貸付をいう。以下同じ。）の場合において、アレンジャーを金利の競争入札（手数料率を含めた利率で入札を行う場合を含む。）により決定し、当該競争入札において決定される金利を貸付金利とする方式を含む。）

	（２）
	非競争入札による貸付において、当該非競争入札と併せて行われる競争入札において決定される貸付金利に拠って貸付金利を決定する方式（シンジケート・ローンの場合において、アレンジャーを当該非競争入札と併せて行われる金利の競争入札（手数料率を含めた利率で入札を行う場合を含む。）により決定し、当該競争入札において決定される金利に拠って貸付金利を決定する方式を含む。）

	（３）
	当該貸付について、３以上の金融機関等が金利を提示し、それらの金利の範囲内で貸付金利を決定する方式（上記（１）に該当する場合を除く。また、シンジケート・ローンの場合において、３以上の金融機関等が金利を提示すること（手数料率を含めた利率を提示する場合を含む。）によりアレンジャーを決定し、それらの金利の範囲内で貸付金利を決定する方式（上記（１）に該当する場合を除く。）を含む。）



２．（１．において（３）の決定方法である場合のみ）本貸付の実行日において、当方に対し複数の金融機関等の貸付残高が存在すること。

３．（１．において（１）または（２）の決定方法である場合のみ）上記１．（１）または（２）の競争入札による貸付の合計額が１０億円以上であること。

４．（１．において（３）の決定方法である場合のみ）上記１．（３）の貸付の合計額が１０億円以上であること。
以　　上
　　    年    月    日
（印）



（第三債務者）
（代表者）

                    （注４）

日  本  銀  行
              御中

（注１）担保差入先が属する金融機関等名を記入。
（注２）第三債務者名を記入。
（注３）変更記録がなされていない場合には削除する。
（注４）政府（特別会計を含む。）を債務者とする電子記録債権の場合には、財務大臣または財務大臣から権限を付与されていることが明らかである者が記名なつ印または署名する。
政府保証付電子記録債権の場合には、代表者またはその者から権限を付与された者の役職名を記載し、記名なつ印または署名をする。その他の者が記名なつ印または署名するときは、記名なつ印者または署名者の権限を明らかにする書類を添付する。
地方公共団体を債務者とする電子記録債権の場合には、知事または市区町村長が記名なつ印または署名する。その他の者が記名なつ印または署名するときは、記名なつ印者または署名者の権限を明らかにする書類を添付する。
（注５）本書式は両面印刷のうえ使用する。
